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スウェーデン、イタリア、イギリス、ドイツ、カナダなど多くの福祉国家が進展する高齢化に

対応するために 20 世紀の最後の 10 年間に大きな年金改革をおこなった。これに対して、日本の

５年おきの年金改革は、制度の微調整に終始し、本格的な高齢社会に対応した改革は不十分であ

った。本報告書は、これら年金改革を終えた国およびアメリカなど年金改革を行っている国の現

状と課題を整理し、今後の日本の年金改革の参考にすることを目的としている。 

具体的には、ドイツ、スウェーデン、イタリアといった国は、高齢化・低成長でも持続可能な

制度に改めた。これに対して、公的年金のウェイトをすでに小さいものにしていたイギリスの改

革は例外的なものである。アメリカでは政権交代をはさみ、年金改革は検討段階にとどまってい

る。 

なかでも注目すべき国は、日本と同様に高齢化が進行しているスウェーデンとドイツである。

ドイツは、抜本的改革ではないが、公的年金の給付水準を引き下げるかわりに、私的年金への助

成を行い、合計の代替率が低下しないような工夫をしている。一方、スウェーデンは、従来の二

階建て制度から所得比例負担のみの一階建て制度への変更、最低保証年金の創設などの抜本的改

革を行っている。
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